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「外国人留学生の受入問題について」

福 井 有

1.は じめ に

後戦40余 年 を過 ぎた今 日、日本 はGNP世 界第2位 を保 つ経済大国になったが、諸外国の

日本 を理解 する知識 は まだ まだ低 い。

世界の市場 を我物顔 に闊歩 している日本製品の人気は高いが、 その製品にはもはや メイ

ドインジャパ ンの国籍 を示すラベルは意識 されず、 その背後 にあるもうけすぎのエ コノミ

ックアニマルに対 しての批判のみが 目立 つようになった。

このように益々 日本の経済的地位が高 まる中ではあるが、 日本の個有の文化 ・価値感が

高い普遍性 を備 えて こそ初 めて真の国際的盟主 とな り得 るのではなかろうか。

これか らの 日本 は国際社会 との交流 を益々深 めていかなければな らない。 その為 には直

接経済的波及効果 に結びつかない分野 での貢献 をうながす ことが肝要である。

この ような意味 において教育 の果たす役割 は大変重要であ り、来 るべ き21世 紀の、 日本

の国際国家実現 へ向 けての基盤 とな る重点政策課題 とい えよ う。 その施策 としては、学術

国際交流 の促進、国際的視野 を持つ 日本人の養成、文化施策の充実な どが考え られるが、

本稿では、 これ ら一連 の問題 に関連 をなす外国人留学生問題 について述べ る。

2.留 学 生受 入 れ の現状

1960年 代、地球上 の留学生総数は25万 人 といわれた。 それが1970年 代 には50万 人 にな り、

1980年 代 には100万 人 に達す るともいわれている。

日本 に留学 に来て いる外 国人 留学生数 も、 ここ数年20%近 い延 びを示 し、昭和62年 は

22,514人 に登 っている。 この総数 の内の国費留学生(日 本政府 か ら月額176 ,000円 の奨学金

が支給 される)は3,458人 で15.6%、 外 国政府 か らの派遣留学生995名 を合わせ ても4 ,453名

で総数の2割 にしか未たず、8割 の学生 は全額私費 による留学生である。<別 表一1>
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別表一1留 学生数の推移(各 年5月1日 現在)
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年 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62

総 数 5,849 5,933 6,572 7,179 8,116 10,428 12,410 15,009 18,631 22,154

私 費 4,774 4,645 4,784 5,126 5,677 7,483 9,267 11,733 14,659 17,701

国 費 1,075 1,183 1,369 1,578 1,777 2,082 2,345 2,502 3,077 3,458

外国政府 0 105 105 475 662 863 798 774 895 995

在学段階別 に見 てみ ると総数の36.6%に 当た る8,035人 が大学院,43.5%に 当たる9,651

人 が学部、 その他 の4,468人(20。2%)が 高等専門学校又 は専修学校へ在学 している。〈別

表 一2>

外国人留学生数の時代的変遷 を見 る と、文部省が国費外国留学制度 をつ くったのが、昭

和29年3月 。4月 以降に第一期生 を募集 した ところアジアか ら17名 、 ヨーロッパ ・アメ リ

カか ら6名 合計23名 の留学生が採用 された。 その時の私費留学生は88名 で当時の留学生総

数は111人 だ った。

その数が昭和48年 に5000人 を超 え、以後 しばら くは漸増傾 向をたどってきたが、昭和58

年に1万 人 を超 えてか らは飛躍的 に増大 し、今 日に至っている。

文部省 は昭和58年 にこの外 国人留学生総数 を21世 紀初頭迄 に欧米先進 国並の10万 人 にふ

や したい計画 を発表 しているが、以下 にその現状 と問題 をさぐってみ る。
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(1>アジアに偏 る在 日留学生

日本か ら外国に出る留学生の渡航先 は昭和61年 の実績 を見 る と総数36,444人 の内57.8%

(21,088人)が 北米、23.9%(8,744人)が ヨー ロッパでつ まり欧米指向型である。〈別表 一

3>

これに対 し日本へ来 る留学生22,154人(62年)の 内19,569人 つ まり88.4%が アジアか ら

の留学生 で、特 に中国、台湾、韓国の占める割合が近年顕著 に高 まっている。<別 表 一4>

国別に留学事情 を見 てみると、 中国で は最近 日本への"出 稼 ぎ疑似留学"が 急激 に増 え

ている。上海 日本総領事館が今月上半期 に発給 した査証(ビ ザ)は 前年度比約3倍 の1440

件 にのぼったが、 この内の7割 が明 らか に出稼 ぎが目的 と見 られ ている。

この背景 には日本 で半年働 けば、中国での7年 分の収入が手に入 る現状 が、留学 に拍車

をか けているようだ。

こうした本来 の留学 目的以外の就労 目的の 黙留学"に は何 らかの対策が必要であろうが、

現状 には町の日本語学校 に通 いなが らアルバ イ トに精 を出す 「外国人就学生」が2万 人近

くいる もの と見 られてい る。

国民 の教育熱 に関 しては 日本 と並 び称せ られる韓国では、欧米や 日本 の学位が高 く評価

される ことから、留学 に対す る希望 も多い。

特 に三年 の兵役義務の他、国外へ出る制約 が多 く、 それ を実現する手段 として日本 の文

部省 の国費留学制度の人気 も高い。韓 国側 はその受験資格 を高校 の教員や大学の助手以上

に限定 したため、留学生 は日本 の大学院 に進 む者が多 く、そのほ とんどは帰国後大学 の教

員になっている。専攻分野 としては、工学、理学、農学な どの分野で博士号の取得 を目的
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とする人が多い。

台湾か らの留学生は、昭和47年 の国交断絶後、国費留学制度の利用は閉 ざされている。

にもかがわ らず「自国 との文化的類似性」「距離が近 い」「専攻分野での 日本の水準の高 さ」

な どの理 由により日本への留学希望者 は年々増加傾 向にある。

日本人の留学渡航先が欧米指向型で あるのは、明治以来 の西洋 を模範 とする近代化政策

の流れ に沿 うところが大であるが、受入れ政策 の方は どうであろうか。東南 アジア諸国の

学生 は果 た して 日本 を第一の留学 目的地 として選んで来ているのであろうか。

別表一3 日本人学生 の海 外留学の現状(昭 和61年1月 ～12月)

(法務省、出入国管理統計「留学・技術修得」目的の出国者数)

(ア)行 先地域別留学等状況 (イ)行 先国(地 域)別 留学等状況
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別表一4-1出 身 地域別 留学生 数(昭 和62年5月1日 現在)

別表4-2出 身国(地 域)別 留学生数

1.中 国5,661人(698人)

2.台 湾5,317人(一)

3.韓 国4,852人(574人)

4.マ レ イ シ ア1,120人(165人)

5.ア メ リカ 合 衆 国934人(109人)

6.タ イ736人(337人)

7.イ ン ド ネ シ ア546人(173人)

8.香 港401人(31人)

9.フ ィ リ ピ ン261人(186人)

10.ブ ラ ジ ル237人(100人)

そ の 他2,089人(1,085人)

()は 国費留学生で内数

アジア各 国における留学生の渡航先 をユネス コ文化統計年鑑 く別表 一5>で 見てみると、

これ らの国か ら日本へ来 ている学生(7,009人)の6倍 を越 える学生が アメ リカへ(44,015

人)渡 っているのであってまだ まだアジアか ら出て行 く留学生総数か ら比 べる と日本へ来

る割合 は低 い ことが うかがえる。(60年 度比較)

アメ リカ向けに次 いで、 日本 へ多 くの留学生 を渡航 させている国は中国(台 湾を含む)

だけで あ り、韓国か らは、アメ リカ、西 ドイツに次 ぎ三位、 タイが四位、東南ア ジア諸 国

での 日本への留学人気 はさらに低 くなっている。

タイを除 く東南 アジア諸国で は、か っての宗主国 との関係 か らヨーロ ッパや アメ リカへ

留学 させ る傾 向が根強 く残 ってい る。マ レー シア政府 は 「ル ック ・イー ス ト」政策 の もと

日本へ留学生 を派遣 する制度 を積極的 に推進 し、功 を奏 しているが、東南アジア全体 とし

てみる と日本 での生活面での諸条件が整わないのに起 因 してか、 それ程大幅 な増加 は見 ら

れない。

一47一

N工 工一ElectrOnicLibrarySe-vice



OtemaeUniverSity

「外国人留学生の受入問題 について」

別表一5ア ジア各国における留学生の渡航先(上 位5ケ 国)と その人数

中国(台 湾を含む) 韓 国 タ イ

1 ア メ リカ 19903 アメ リカ 6457 アメ リカ 5388

2 日 本 4838 西 ドイツ 1743 フ ィ リピン 1096

3 西 ドイツ 666 日 本 1351 イ ン ド 767

4 カナダ 654 フ ラ ンス 496 日 本 378

5 フ ラ ンス 635 オ ー ス トリア 165 フ ラ ンス 313

マ レ ー シ ア イ ン ドネ シア シンガポール

1 ア メ リカ 7537 アメ リカ 3260 ア メ リカ 1470

2 イギ リス 5467 西 ドイツ 2897 カナダ 1228

3 カナダ 4960 オ ラ ンダ 569 イ ギ リス 1082

4 オ ー ス トラ リア 4886 オ ー ス トラリア 529 オ ー ス トラ リア 724

5 シ ン ガポール 3687 サ ウ ジア ラビア 502 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 230

日 本 204 日 本 175 日 本 63

出典)ユ ネスコ統計年鑑1985年 版

(2)閉鎖的な 日本の大学

教育制度の面 において留学生に とって多 くの障壁が ある。 その一つは入試制度、 日本の

国公立大学131校412学 部の うち52大 学、77学 部が留学生の選抜に日本の学生 と同様 に共通

一次試験 を義務づ けている。 これな どは事実上留学生の受入れ を排除 していることと同 じ。

(61年 度入試では総務庁が調査 した9大 学19学 部で外 国人留学生 の受験生は皆無 だった。)

総務庁 は今年6月 これ らの大学 に早急 に同試験 を免除 して留学生の特性 に配慮 した選抜方

法 をとるように改善 を勧告 した。

留学生のほ とん どが 日本の大学 に入学す る前 に利用するのが 日本語学校。 この実態 は閉

鎖的な大学 とうって変わって野放 しの状態にある。海外 から日本へ留学の査証(ビ ザ)を

申請する場合 この 日本語学校の入学許可証が必要だが、 日本での日本語学校の設置認可が

あいまいなため、問題の火種 になるケースが生 じている。

法律 的には 「日本語学校」の看板 をかかげるのになんの制約 もない。従 って全国で 日本

語学校 が何校 あるか正確 に分か らない。消息筋 によれば全国で400校 を上回 り、学生数 も1

万人 を超 えているのではないか といわれている。

「学生 をほ とん ど無制 限に入学 させ、出欠 も満足 に とらない ような学校が、雨後のたけの

このよ うに増 えている」のが実情。

円高 に比例す るように外国人 の間で 日本語 に対 する関心が年々高 まってい る。苦学す る

留学生 の実態が改善 されない限 り、 このブームにも陰 りが来 ることが予想 され る。

いずれ にして も、在外公館 などを通 じて配布する日本語学校 の資料 に、教員数、授業時

間数、学校教育法上 の位置付 けな どを明示 した的確 な情報提供 の充実が望 まれ る。 さらに
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留学生の増加 を見込んでの、 もうけ主義的な 爪急造 日本語学校"と い うような発想 は もっ

て戒め るべ きである。

(3)学位取得について

ある留学生の話 による と日本で修士を取 るにはまず日本語の勉強で1年 さらに大学院で

2年 の勉強、合計3年 かか るのに対 し、 アメ リカでは2年 の修士コースを努力で1年 半で

終 えることも出来 る。又1年 の短期集 中プロクラム も開設 されてお り、 日本 の大学制度の

硬直性 について不満 を漏 らす学生 もある。

留学生 のうちの36%に 当た る8,000人 の学生は大学院で学んでお り、彼 らにとって最大の

関心事 は学位 を取 ることであ る。 ところが我 国では 「特に人文 ・社会系の博士号取得が困

難 なことは国際通念か ら異常であ り、 国際交流上か らも好 ましくない」(臨 教審答 申)と さ

れ、留学生 にとっても不満のたねだ。

日本人学生 と事情 は同 じとはいえ、理科系では学位取得率 は高いが(修 士98%、 博士83

%)、 文化系の博士号取得 は26%。 例 えばア ジア各国の大学講師、助教授 などの職 を休 んで

日本の大学 に留学 し内容 のあ る論文 を提出 したのに学位 が取れず帰国 し、経歴 に傷がつい

た と嘆 く人 も少な くない。

これには旧来 の日本 の大学の 「博 士」学位 に対す る権威的 な考え方 を取 りは らい、外国

人留学生 の母 国の社会的要請に も応 えられ るような教育研究制度 に向けて改善す ることが

急務である。

(4)生活面 について

大学 院の硬直性 に対 し、学部の学生 の授業態度に対 しては、特 に欧米系の学生か ら不満

がよせ られ ることが多い。 とくに指導教授が徹底 した指導をするアメ リカか らの留学生 に

とっては、マスプロ、熱意のなさ、指導 スタイルの違い(日 本 の教授 はオ フィスア ワー を

持 たない。)などから学生の指導に時間をあまりさかない 日本の指導方法 に対 する失望 も大

きいと報告 されてい る。

これに対 しアジア系留学生 は日本人の態度や 日常の生活状況に不満 を示す割合が多い。

留学生の内の15%に 当た る国費留学生は月に大学院生177,500円 、学部学生134,500円 が

支給 され、他 に研究旅費4万 円、往復航空雰支給、授業料免除など他 国の制度 と比べて も

遜色ない待遇 である。

問題 は85%を 占める私費留学生。総務庁 のアンケー トによると月7万 円以上の家賃 を払

っている学生 は2.4%の み。3万 円台が17%で 、2万 円台20%、1万 円台が27%と 最 も多か

った。 このため同ア ンケー トで家賃が高い(30.5%)部 屋が狭 い(26.2%)な どと住宅 に

問題が あるという答 えが68%に 上 ってい る。

従 って私費留学生の ほとん どは生活の為 にアルバ イ トを余儀 な くされてお り、生活面で

の苦労 と異国での勉学 とい う二重苦、三重苦 を負わ されてい る。
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私費留学生の うち成績が優秀な者 には財 団法人 日本 国際教育協会か ら月額学部学生 に4

万 円、大学院生 に6万 円の学習奨励金 を支給す ることになっている。 しか し財源 となる民

間か らの寄付が思 うように集 まらず、62年度 は125人 に支給する計画の ところ79人 に しか実

行 されてない。

個々の大学 に も奨学金制度 を設 けている ところ もある。(総務庁調査対象66大 学の うち26

校。)だ が26校 全体で支給 を受 けているのは175人 とわずかな数にす ぎない。

さらなる問題 として我々 日本人の彼 らに対する態度 を指摘 されることである。神戸YMCA

の クロスカルチュラルセ ンターによると毎年留学生 のホス トファミリー を募集 して申込み

があるが、いざ留学生 を面接 させ る と英語が喋れないア ジア人 を敬遠す る人が多い と聞か

された。又逆 に日本語の習熟度が増す と日本人の閉鎖的な感情がかえってよ く分か りカル

チ ャーショックになる事例 も紹介 された。

これ らの点 について 日本興業銀行 の黒沢洋副頭取 は次 のようにコメ ントしている。

「日本人 は長い間鎖国 していたので外国人 を受 け入れ るのに慣れていない。外 国人 を入れ

ると国のアイデ ンティテ ィが保 てな くなる」 とい う議論があるが、 それな ら輸 出をやめ、

代金の取立て をや めるべ きである。

鎖国状態 に戻れ ばアイデンティテ ィが保 たれ る。 しか し輸 出によって もた らされた豊か

さを失 うことを覚悟 しな くてはな るまい。

(5)事例紹介

次 に実際 に留学生を受 け入れている担 当者か らの報告 を紹介する。

〈慶応大学>

62年 現在学部153名 、大学院159名 、国際センター日本語専攻75名 、聴講生他33名 、計420

名の留学生が在籍、この数は ここ数年増加が著 し く、ちなみに昭和52年 は150人 だった。比

率か らいうと大学院生の内の10.2%が 留学生 という訳で学部の留学生の占める割合(0.7%)

か らす ると高い率を保 っている。慶応では日本研究講座 を開設 して外 国人留学生 の為に英

語で講義 をしてい る。

又学部の帰国子女受験生 も増 えてお り、62年 は志願者389名 の内の148名 が合格 している。

〈関西外国語大学〉

現在留学生別科に学部3回 生 として留学生240人 が在籍 している。特色 としてはその内95

%の 学生がアメ リカ人で、同一 の大学か らは3人 以上の入学 を認めていない。 これ らの学

生は英語に よる日本学(Japanology)を 受 け、四年時 には母校へ戻 る。宿泊は外国人学生

寮 もあるが、ホームステーを希望 し日本人 との生活体験 を望む者が多 い。

一方 日本人学生 の外 国留学 も盛んで
、現在長期短期合わせて2,702名 の学生が留学 してい

る。

〈東急外来留学奨学財 団〉
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昭和49年 か ら日本 の大学院 に留学 を希望 する学生対象に奨学資金の援助 を行 っている。

毎年数多い募集者の中か ら(昭 和63年 度 は495名)50名 程度の学生 を選んで補助 している。

金額的には月学10万 円で、最近 の物価情勢か らす ると、 まだまだ不足で留学生 の9割 近い

学生が アルバイ トをしているのが現状。

国別では台湾、韓国、中国 といったアジアの国か らの留学生が急増 して、欧米 な どその

他 の地域か らの留学生 は寧 ろ減 ってい る。

〈神戸YMCAク ロスカルチ ュラルセ ンター〉

当セ ンターでは神大、神戸商大、京大な どの京阪神の大学へ進 む留学生のホームステー

の紹介 を主 に行 ってお り、昭和58年 以来延1100人 、現在268人 の留学生の世話 をしている。

日本へ来 る留学生の中には きちっとした勉学意欲 のあ る留学生 と、アルバイ トを目的 と

したような就学生がお り、 こち らの数が大勢増 えて、又 これに付 け込んだ営利 目的の留学

ブローカーが はび こりだ している ことは頭が痛 い問題 てある。

〈国際教育振興会〉

当振興会の日本語研修所 では日本へ留学 を希望す る学生 に対 し、大学へ入 る前の 日本語

の導入教育 を行 っている。

日本の大学 の外国人留学生 に対する対応 は まだ まだ改善す る余地がある と思われる。 日

本語 について言えば、 オース トラ リアなどを含めブームが沸 きつつあ り。熱心な留学生が

増 えている。又語学に対す る訓練度が 日本人 と異な り、大変習得度が早 い学生がみ られ る。

当振興会では、毎年 留学生 による日本語 ス ピーチコンテス トを主催 し、 日本語 の振興

と国際文化交流 に努力を傾注 している。

3.ま とめ

(1)留学生10万 人計画 について

昭和59年6月29日 に文部省か ら発表 された 「21世紀への留学生政策の展開 について」に

よると留学生受入れの拡充に対応 する基本的方策 として次の ような要 旨が まとめられてい

る。

〈教育指導〉

①世界 に開かれた教育機関 としての整備充実

② 留学生 に対す る教育指導体制の充実

③ 留学生の学習 に配慮 した コース等の拡張

④ 私費留学生統一試験 の海外 での実施

く留学相談 と受入れ世話業務〉

①現地 における留学相談のための体制の整備

② 日本国際教育協会の充実
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③大学等 にとける事務組織の整備

④民 間団体 による世話活動の推進

以上 のような項 目ごとに方策が まとめ られている。受入れの見通 しを年度別に見 てみる

と 〈別表 一6>の ようになる。数値だけを見 るとこの計画が発表 されてか ら今 日迄 は目標

数 を上 回る留学生の受入れが行われていることが うかが えるが、 い くつかの間題が考 えら

れ る。

別表一6留 学生受入れの見通し

83(昭58) 84(昭59) 85(昭60) 86(昭61) 87(昭62)

目 途 10,428人 12,107人 14,056人 16,319人 18,946人

実 数 ※10,428人 12,410人 15,009人 18,631人 22,154人

※(国 費2,082人 、 私 費8,346人)

83(昭58)～92(昭67)

平 均 年16.1%増

92(昭67)

40,000人

(騰31:88象

92(昭67)～2000(昭75)

平 均 年12.1%

2000(昭75)

100,000人

(穎翻8:888)

第一 は国費留学生の受入枠の数 であるが、昭和58年 の実数 と昭和75年 の 目標 数 との割合

は約4.8倍 で あるの に対 し、私費留学生の同 じ割合 を計算 すると10.8倍 で、国費留学生の留

学生受入枠拡大政策 に占める割合が低 くお さえられてい る点である。

加 うるに昭和67年 を境 に、 日本 の18才 人 口は急激に逓減期 にさしかか り昭和75年 は昭和

67年(205万 人)の26.3%減 の151万 人 という氷河時代 を迎 える。

さらに私学助成金 は昭和60年 をピー クに実質 ゼロシー リングの状態 で67年 度迄学生数が

増加 し経費負担が増 えるにもかかわらず、増額 の余地 はない。

つ まり10万 人計画 は大学の入試制度の大幅な改革がな されない限 り、推薦入試制度な ど

を実施 して弾力的 に留学生の要求 に対応 しうる私立大学が責任を負わ され る部分が大変 多

いように うかが えるが、今挙 げた理 由等によ り67年度以後 の留学生受入策は非常に財政的

に無理が生 じるのではないか と危惧 される。

この点 につ き徐々にで はあるが留学生支援の制度が出来つつある。一つ は文部省 の補助

金 を得て財団法人 日本国際教育協会が私費留学生 を対象 として行 う授業料減免の制度で、

昭和62年9月 に発令 され、62年 度後期授業料か ら1年 生 にっいては30%、2年 生以上 につ

いては35%の 減免措置が とられ ることとなった。

兵庫県の海外協会では別途 に年間100人 の枠で 「私費外国人留学生奨学金支給制度」が昭

和63年 度 より発足 し、県内の大学、短大、高等専門学校 に在籍す る学生 を対象 に月学3万

円を補助 する内容 とな っている。

これ以外 にも大阪府 国際交流財団や各地 ロー タリー クラブ、 ライオンズクラブ等による
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民間の約60団 体 が奨学金を約1800人 に支給 しているが、私費留学生全体 の一割程度 にとど

まっている。

留学生の宿舎 についても前掲の 「留学生政策の展開」 にふれ られているがそれによる と

〈別表 一7>留 学生枠の拡大 にほぼ比例 して学生住居が必要 と指摘 している。

別表一7類 型別住居必要数(想 定〉

区 分 1983 1992 2000

大学附置留学生宿舎 1,600 6,000 12,000

大学 附置一般学 生寮 700 4,000 8,000

民間 等留 学生 宿 舎 700 6,000 20,000

小 計 3,000 16,000 40,000

下 宿 ア パ ー ト 7,400 24,000 60,000

計 10,400 40,000 100,000

ただ しこの数値 も留学生宿舎又は学生寮で留学生全体 の約4割(現 在 は約3割)を 収容

することを目途 に整備 を図る と記 され てい るのみで現実には日本の学生数の76%を 収容 し

ている私立大学が何 らかの策を講 じなければ解決 しない問題 の ように思われる。

施策に も 「い くつかの大学が共同で利用 する留学生宿舎の建設や、民間等 による宿舎 の

建設 を促進す ることとし、特別の融資等広範 な措置 を検討す る。」 とあ る。

(2旧 本語教育 について

再 び 「留学生政策の展開」によると留学生 に対する日本語教育 について次の ような項 目

が列挙 されている。

① 海外 における日本語教育

② 国内にお ける日本語教育

③予備教育 としての 日本語教育

④専 門教育 と同時並行的な 日本語教育

この項 目の③ と④ について予想 される学生数 とこの学生 に対応す るための必要 日本語教

別表一8留 学生に対する日本語教育

区分 1983 1992 2000

③
大 学 800人 2,700人 6,000人

専門教育 機関 1,600 5,500 12,000

④ 大 学 中 心 3,400 17,900 47,000

計 5β00 26,100 65,000

日 本 語 教 員 1,000 4,300 10,600
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員数 を次 のように記 している。〈別表 一8>

単純 にいえば留学生 を2000年 迄 に10倍 にするには、住宅 も10倍必要で、教員の需要 も10

倍見込んでお く必要がある とい うことである。

元来 日本語は 日本人 だけの もの と思われていたが昨今 の日本の経済力の急激 な向上 によ

り、経済以外の文化、教育面等 において も 日本 の行動が世界の注目を浴 びるようになっ

て きた。その中で*日 本語の地位 も日本人が考 えていた よりも重要視 されるようにな り、外

国人 に教 えるこ とな ど趣味講座程度 ぐらいに しか考 えてなか った専門家 も、本腰 を入れて

その教育理論 と実践 を再構築する必要がせ まられて きた訳である。

こうしたなかで 「外国人 に日本語 を教 える能力」 を試す初めての検定試験が文部省 の後

押 しで財 団法人 日本国際教育 協会 によ り63年1月 に行われた。受験応募者数は当初3000人

程度 とみていたが実際には5800人 に も達 しこれ により日本語学習 ブームが裏付け られた。

*「 言語 の経済力」 とい う指標 による と日本語は英語、ロシア語に次 ぎ10.1%の 経済力

シェアを持つ世界第3位 の重要言語 といわれ る。言語の経済力 とはある言語が話 され

る国民総生産(GNP)が 世界のGNP全 体 の役割 を示す数字。

(3)大学院 について

海外か らの留学生の動 向を見ていると全体 的な数字の拡大 もさることなが ら、在学段階

別にみる と 〈別表 一2>大 学院に進む学生が学部 に比 して高い ことがわか る。

特 に国費留学生の内訳 をみると62年 の3,458人 の内の実 に85.3%に 当たる2,951人 が大学

院へ留学 している。留学生全体 でみて も22,154人 の うち大学院 レベルの学生 は8,035人 で こ

れは総数の36.6%に 相当する。

一方 日本 の大学 で大学院 の設置状況 を見 ると国公立大学は95校 中91校 が大学院を有 して

い るが私立大学 は342校 中大学院 を設置 しているのは175校 に過 ぎないのである。つ まり私

立大学 は2校 に1校 は大学院 を持たな い大学 といえる。

学生数で見 てみる ともう少 し問題が鮮明 に見 えて くる。昭和62年5月1日 現在で 日本の

大学の総数 に対 してする、大学院生 は3.37%〈 別表一9④ 〉 にす ぎない。国公立大学 と同

じ比率が9.4%〈9⑧ 〉で、つ まり学部生10人 に対 し院生1人 の割合 になるが、私立大学 の比

率 を出してみる とこれは1.47%と い う数値が出て驚 かされる。即 ち私立大学 に在籍する総

数 の うち大学院に在籍する学生 は100人 に1.47人 にしかすぎない とい う現状である。〈9◎ 〉

これは欧米先進国 と比較 して大変低 い数値であ り今後大幅 な改革が望 まれ る分野であ り

教育立国 日本 としては企業人 を育成 する学部 は整 ってきたが よく見る と研究人 を養成す る

大学院は大変見 すぼらしい状態 であることが うかがえる。〈別表一10,11>

この大学の構成 か らくる問題 は留学生拡大施策に大 きなネ ック となる。 つま り留学生 は

100人 の うち36.6人 が大学院へ進学 することを望んで来 日す るの に対 し、 日本 では100人 の

うち3.37人 しか進 む余地 のない大学院 しか設置 されてないのである。
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別表一9大 学院生の学生総数に対する割合比較

全 大 学
78,914人

国公立大学

2,335,629人

52,782人

=3 .37%・ ・・・・・… ④

561,426人

26,132人

=9 .4%… … … ⑧

私 立 大 学=1.47%… 。・一・・◎1

,774,203人

別表一10諸 外国 との留学生数比較
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この現状では既 に国立大学 の工学系大学院で現実問題 として深刻化 している。文部省に

よる と8つ の工学系国立大学 では博士課程 に在籍する学生の うち留学生の比率が軒並み25

%を 超 え、東工大や九大の ように40%強 に達 している ところ も出ている。

技術 革新の盛 んな日本の大学で学位 を取得 したい と希望す る学生 はおそら く今後増々増

えつづ けるだ ろう。早急 にこの大学院 の改善 と制度 の見直 しを行わなけれ ば留学生問題 と

して大 きな関わ り合いを持つだけに、大 きな波紋 を呼びそ うに思 えてな らない。

(3)お金だ けでかたつかない留学生問題

政府 は留学生受 け入れを拡大す るための総合施策案 を6月29日 まとめた。

内容は奨学金拡充や授業料減免のほか
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① 日本語学校の質的向上へ標準的な基準 をつ くり、 この基準 を満 たす学校への就学希望

者 のみ入国を認 める。

②留学生関係の政府開発援助(ODA)予 算 は文部省枠 とは別 の配分方式にす る。

③留学前 の情報提供体制 を整備 し、帰国後 も学習教材 を送 るなどアフタケア も充実 させ

る。

な どを提言 している。

アメ リカは教育 とい う分野 で戦後 フル ブライ トシステムをつ くった。1949年 から52年 の

4年 間で約1000人 の留学生 を支援 した。そ して1952年 上院議員の フルブライ トが法案 を通

し全世界 か ら優秀 な学生 をアメ リカの大学へ送 り込み、現在迄6000人 に も登る日本人が こ

の恩恵 を受 けアメ リカに渡 って勉強 して きた。

小生 自身 もアメ リカの大学へ留学 した経験 を持つので、異国で受 けた人々の親切や何 で

もない対応が時に大変大 きなハ ンデ ィを負 う留学生に とって励みにな った ことがある。

今 こそ 日本へ技術(meansoflife)を 学び とりに来 る留学生に、 日本人の心(mean

oflife)を 理解 して母国へ帰 って もらえるよう官民あげた留学生支援 を したい ものだ と切

に願 うものである。
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